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経済学者の言うことを信じてはいけない


























































































































































ミー賞で長編ドキュメンタリー映画賞（the 2010 Academy Award for Best Documentary Feature）
を受賞した映画『Inside Job』と，約300名の AEA会員の署名を添えて AEA会長 Robert E. 


















　映画は全５部構成であるが，経済学者の academic conﬂicts of interestは主にその第４部
（Part IV : Accountability）で扱われている。
　経済金融危機の背景には経済学者（University）が関与しているという，著名な投資家 George 
Sorosのインタビューにおける発言を受けて，Martin Feldstein （Harvard）, AIGのボード・メン
バー；Glenn Hubbard （Dean, Columbia Business School），ブッシュ政権の主席経済アドバイザー，
Met Lifeなどボード・メンバー；Frederic Mishkin （Columbia Business School）, FRBボード・




　意図的かどうかは別として『Inside Job』は Frederic Mishkinの例を印象的に取扱っている。
もともとコロンビア大学ビジネス・スクールの教授であり国際的にも著名な金融学者であり，ま
た FRBボード・メンバーを兼務していたMishkinは，2008年にアイスランドの金融システムが

































　AEA倫理コード制定の今ひとつ重要で直接的な契機となったのは，G. A. Epsteinと J. 
Carrick-Hagenbarth （ともに University of Massachusetts, Amherst）が準備し，約300名の会員の賛
同を得て
13）





































あるいは Banking Act of 1933）が，1980年代の金融規制緩和への大きな流れの中で次第に有名無
実化し，最終的に1999年のグラム・リーチ・ブライリー法（Gramm-Leach-Blile Act，正式名称は

































　まず， 預金口座の金利を管理する連邦準備制度理事会（FRB） が1980年の Depository 


























上院で提案された。また元 FRB議長の Paul Adolph Volckerは，グラス・スティーガル法再制


















































































































































































































13）　署名者には， ノーベル経済学賞受賞者の George A. Akerlofや Dean Baker，Nancy Folbre，
Richard B. Freeman，N. McCloskeyなどが含まれているが，映画『Inside Job』で言わば学界の良
識派として描かれていた Raghuram G. Rajanは署名していない。
14）　B. Casselman, “Economists Set Rules on Ethics”. Wall Street Journal. （January 9, 2012）.
15）　Gerald Epstein & Jessica Carrick-Hagenbarth, “Financial Economists, Financial Interests and 
Dark Corners of the Meltdown : It’s Time to set Ethical Standards for the Economics 
Profession,” October 2010, Working paper Series Number 239, University of Massachusetts, 

















19）　Harold Peterson, “The Wizard who Oversimpliﬁed : A Fable,” Quarterly Journal of Economics, 






The American Economic Association Disclosure Policy（私訳）
　AEAが発行する雑誌に投稿する際には，下記の AEA disclosure policyに従わなければならない。
⑴　すべての投稿論文は，その研究課題に対してどこから経済的支援を受けたのかを明確にしなければな
らない。仮に経済的な支援を受けていないのであれば，その事実を明らかにしなければならない。
⑵　すべての投稿論文に係わる著者は，コンサルタント料，顧問料，奨学寄附金など如何なる名目にしろ，
過去３年の間に合計10,000ドル以上の経済的支援を利害関係者から受けた場合には，その事実を明確に
しなければならない。これには，たとえばデータ提供など，直接的には金銭的ではない支援も含まれる。
もしその支援が守秘義務を伴うものであるならば，その事実を守秘義務の許す範囲で可能な限り明確に
しなければならない。仮にそのような支援を一切受けていないのであれば，その事実を明らかにしなけ
ればならない。ここで言う「利害関係者」とは，経済的，思想的（ideological），政治的を問わず，論
文に利害を有するすべての個人，団体，組織を言う。
⑶　すべての著者は，有給，無給を問わず，関連する NPOあるいは利益団体の役員，理事，委員などで
ある場合には，その事実を明らかにしなければならない。ここで「関連する」とは，その団体の政治的
ポジション，目的，あるいは経済的利害などが論文の内容に関わりがあることを言う。
⑷　上記は，すべての著者のパートナーや近親者にも適用される。
⑸　他の関係者が事前に論文を審査・検閲する権利を有している場合には，その事実を開らかにしなけれ
ばならない。
⑹　公刊論文について，潜在的に利益相反が起きうる可能性がある場合には，それに関連する情報は公開
されなければならない。
（　　）
46 立命館経済学（第61巻・第３号）
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